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薬剤耐性（AMR）アクションプランの実行に関する研究（２３ＨＡ２００３） 

 

抗菌薬使用量（AMU）サーベイランスに関する研究 

 

研究分担者 京都薬科大学 臨床薬剤疫学分野 村木 優一 

 

研究要旨 

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランのなかで、抗菌薬使用（AMU）の動向調査・監視は目標

の１つに掲げられており、継続的な調査体制の確立ならびに評価方法の探索が求められている。

本研究では、これまでに引き続き全国や都道府県サーベイランスの実行と新たな使用状況の把握

や評価方法の探索を目的とした。 

今回、AMUサーベイランスの継続した実行、AMR対策アクションプランの公表前における施設

の感染対策状況を調査し、感染症診療の質を評価するため、保険請求情報を用いた TDMの実施状

況や実施に関わる影響因子、ならびに中小規模病院におけるカルバペネム系薬の使用と要因の関

係について明らかにした。 

本研究は、AMR対策アクションプランの実行において重要な柱の 1つである動向調査・監視に

対して有用な情報を提供し、得られた情報を評価する上でも重要な役割を担っている。 

 

Ａ．研究目的 

 

薬剤耐性菌が世界中に拡大し、問題となって

いるなか、2016 年 4月にわが国では「薬剤耐性

（AMR）対策アクションプラン」が発表された。

本アクションプランは「1 普及啓発・教育、2 

動向調査・監視、3 感染予防・管理、4 抗微生

物剤の適正使用、5 研究開発・創薬、6 国際協

力」の主要な 6分野で目標を掲げて活動を推進

していくとしている。また、本アクションプラ

ンの「2 動向調査・監視」では、日本の抗菌薬

使用（AMU）と微生物耐性の動向を把握するサー

ベイランス体制の構築及び新たな AMU の評価指

標の確立を求めている。 

一方、サーベイランスに加えて、医療の質の

評価も同時に行う必要がある。これまで我が国

では AMR対策に関わる様々な医療政策が実行さ

れ、診療報酬という形で医療に取り入れてき

た。また、感染症診療は最新のガイドラインに

基づき患者への薬物治療に活かされているはず

である。しかし、こうした日本の取り組みにつ

いても評価する必要性が考えられるが、十分に

明らかにされていない。 

AMR 対策アクションプランにおける AMUのサ

ーベイランス体制は確実に構築されつつある

が、診療の質や感染症治療の評価については未

だ明確にされていない点も多いため、本研究で

は、これまでに引き続き全国や都道府県サーベ

イランスの実行と新たな使用状況の把握や診療

の質の評価方法の探索を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1. 全国・都道府県別 AMUサーベイランス、J-

SIPHEによる医療機関の AMUサーベイランス

の実行 

 

AMRCRC で行われているサーベイランスに関し

て必要時に関与した。また、以前報告した以降

の目的に応じた使用状況の調査を開始した。

2010年、2016年に抗菌薬使用動向システムに登

録された情報を分析した。 

 

2. 中小規模施設におけるカルバペネム系薬の

使用状況と使用に関連する因子の探索 

 

DPCデータの公開情報である「退院患者調査」

を用いて DPC病院（DPC標準病院群、DPC準備病

院）、非 DPC病院（出来高算定病院）5078 件を対

象とし、中小規模施設におけるカルバペネム系薬

の使用状況と使用に関連する因子を調査した。 

 

3. 診療報酬情報を利用した感染症治療の質の評価 

 

大規模保険請求情報を用いてボリコナゾール

（VRCZ）やテイコプラニン（TEIC）の TDM実施
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状況や負荷投与に影響する因子を調査した。 

 

 

4. 倫理面への配慮 

本研究は、直接的に患者情報を取り扱うもの

ではない。すなわち、データは、匿名加工情報

あるいは公開情報であり、団体および個人の不

利益に十分配慮している。 

 

Ｃ．研究結果 

 

1. 全国・都道府県別 AMU サーベイランス、J-

SIPHEによる医療機関の AMU サーベイランス

の実行 

 

特に大きな問題を認めることなく、各サーベ

イランスは実行されている。また、2010 年、

2016年における感染防止対策加算の算定施設

は、38.6%から 95.7%に増加し、感染防止対策加

算の算定施設では認定・専門薬剤師の在籍率が

高く、抗菌薬適正使用支援（AS）活動に関与し

ていた。NDBを用いて VRCZの使用動向を明らか

にした。その結果、その多くは外来で経口薬と

して使用されていることが明らかとなった。 

 

2. 中小規模施設におけるカルバペネム系薬の

使用状況と使用に関連する因子の探索 

 

DPC 病院か否かに関わらず中小病院における

カルバペネム系薬の使用は病床数が多くなるほ

どその中央値が増加したが、少ないほどばらつ

きが多かった。また、重回帰分析の結果、カル

バペネム系薬の使用と主要診断群分類の眼科系

や循環器系疾患が関連することが明らかとなっ

た。 

 

3. 診療報酬情報を利用した感染症治療の質の評

価 

 

VRCZを投与された 2010年から 2019 年におけ

る TDMの実施率は 65%未満であった。また、

VRCZの負荷投与には薬剤師の介入により算定可

能な診療報酬のうち、感染対策防止加算のみが

有意に増加させる因子であった（オッズ比：

1.59、95％信頼区間：1.05-2.39）。また、TEIC

は TDMを実施している患者でガイドラインを遵

守した投与が行われており、薬剤管理指導が算

定されている患者は予後に影響する可能性が示

唆された（オッズ比：0.45、95％信頼区間：

0.36-0.55）。 

 

Ｄ．考察 

本研究により、継続的な AMUサーベイランス

の実施、新たな使用状況の把握および診療の質

を評価した。 

現在、AMUサーベイランスにおいては、販売

量や NDBを用いた JSAC、医療機関を対象とした

J-SIPHE、外来診療所を対象とした OASCISが稼

働している。我々はその前段階にあたる抗菌薬

使用動向システム（JACS）を 2015年に構築し、

2010年からデータ登録ができる運用を行った。 

今回、その情報を利用し、2010 年および

2016年を対象として当時の感染対策防止加算の

算定状況ならびに算定状況に応じた薬剤師の抗

菌薬適正使用支援加算への参加状況を調査し

た。その結果、感染防止対策加算の取得状況は

経年的に増加し、加算取得施設では人的資源が

豊富であり、AS活動により従事していることが

示唆された。 

現在、感染対策防止加算は感染対策向上加算

に改められ、対象施設を拡大している。しかし

ながら、中小規模病院では人的資源不足が予測

され、実行性をもたせるためには感染症を専門

とする人材養成ならびに人的資源を確保するた

めの支援を行っていく必要性が示唆された。 

AMR対策を実施する上でカルバペネム系薬は

幅広い細菌に対してスペクトルを有するため、

慎重に投与すべき薬剤である。そのため、改訂

された AMR対策アクションプランでも目標値が

設定されている。以前の我々の取り組みにおい

て中小規模病院では臨床転帰とカルバペネムの

使用が関連した。今回、中小規模病院を対象に

調査した結果、DPC病院か否かに関わらず中小

病院におけるカルバペネム系薬の使用は病床数

が多くなるほどその中央値が増加したが、少な

いほどばらつきが多いことが明らかとなった。

また、カルバペネム系薬の使用とと主要診断群

分類の眼科系や循環器系疾患が関連することが

明らかとなった。 

大規模病院では在院日数が短く、これらの患

者が中小規模病院に搬送されることもあり、中

小規模病院における適正使用を推進するため、

感染対策向上加算を十分に活用し、中小規模病

院への支援を大規模病院が行う必要性があり、

使用状況に幅がある要因を更に調査する必要性

が考えられた。 

感染症診療における質の評価では、特に注意

すべき医薬品に対して適切に関わることが重要

である。なかでも TDMが必要な抗菌薬は有効性

の確保や副作用の防止の観点から、薬剤師が中

心的に介入すべきである。 

今回、TDMおよび負荷投与が必要な VRCZ や
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TEICに着目し、使用動向や負荷投与に影響する

要因を調査した。VRCZの使用は経年的に増加し

ていることが明らかとなったが、その大半は外

来で経口薬として使用され、後発医薬品の使用

割合も増加していた。TDMの必要な VRCZ は外来

で診療報酬を算定できない。先発医薬品につい

ては企業が対応しているが、今後、後発医薬品

の使用割合が更に増加した場合、TDMがなされ

ず投与される危険性が増加することが危惧され

る。TDM の実施にあたっては外来においても保

険請求ができるような仕組みを整える必要性が

ある。 

また、VRCZ の負荷投与には薬剤師の介入によ

り算定可能な診療報酬のうち、感染対策防止加

算のみが有意に増加させる因子であった（オッ

ズ比：1.587、95％信頼区間：1.053-2.392）。負

荷投与は初回投与時に関わる必要性があるた

め、チーム医療の整備など組織的な体制の整備

が必要であることが考えられた。TEICでは TDM

を実施している患者においてガイドラインを遵

守した投与が行われており、薬剤管理指導が算

定されている患者は予後に影響する可能性が示

唆された。これらの結果は日本での様々な対策

やガイドラインの発刊等が医療の質を向上させ

ていることを示し、一方で注力すべき点を考慮

する上でも重要な知見と考える。 

 

 

Ｅ．結論 

 

本研究は、AMR対策アクションプランの実行

において重要な柱の 1つである動向調査・監視

に対して有用な情報を提供し、得られた情報を

評価する上でも重要な役割を担っている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

特になし 

 

2. 実用新案登録 

特になし 
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3.その他 

特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


